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国内情勢 1　オウム真理教

1 オウム真理教
依然として危険な体質を堅持するオウム真理教

•	 観察処分の期間の更新（5回目)を請求

1-1

オウム真理教（教団）は，組織的な勧誘活動を

展開することで新規信徒を獲得しており，平成26

年（2014年）中，公安調査庁が教団から提出を受

けた組織や活動の現状に関する報告においても，

130人の新規信徒を報告した。ただし，獲得した

信徒の全てを組織に定着させるまでには至ってお

らず，比較的短期間で脱会する者も生

じた。その結果，11月末現在の国内

の信徒数は，約1,650人で，平成25年

（2013年）からほぼ横ばいとなった。

また，教団は，在家信徒を対象とし

たセミナーを開催するなど，資金獲得

活動にも継続的かつ積極的に取り組

んでおり，教団が保有する資産は，観

察処分が決定した平成12年（2000

年）以降，増加傾向を示している。10

月末には，保有する現金，預貯金及

び貸付金の総額が約6億9,000万円

にまで達しており，これは，平成12年（2000年）と

比較すると，17倍以上の規模となった。その一方

で，松本・地下鉄両サリン事件などの被害者・遺族

への賠償金に充てるため支払われた額は，1月か

ら10月末までの累計で約3,300万円であり，僅少

なものにとどまっている。

公安審査委員会は，教団に対し，平成24年

（2012年）1月に観察処分の期間更新を決定（4

回目）したが，その後も教団は，

①松本・地下鉄両サリン事件の首謀者であった

麻原が現在も教団の活動に影響力を有して

いること

②麻原ら同事件に関与した者が現在も構成員

であること

③同事件当時に教団の役員であった麻原や上

祐らが現在も役員であること

④麻原の説く殺人を勧める「綱領」を保持してい

ること

⑤組織として危険な体質を保持していること

⑥いまだに閉鎖的かつ欺まん的な組織体質を

維持していること

などが認められ，その活動状況を継続して明らか

にする必要があることから，公安調査庁長官は，

12月1日，団体規制法に基づき，公安審査委員会

に対し，観察処分の期間を3年間更新する請求（5

回目）を行った。

組織的な勧誘活動と資金獲得活動を展開し，団体資金が増加

公安調査庁が公安審査委員会に更新請求書を提出

　 教団の資産額及び賠償支払額の推移

国内情勢
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国内情勢 1　オウム真理教

公安調査庁は，団体規制法に基づき，公安調査

官約260人を動員して全国24か所の教団施設に

対する全国一斉立入検査を実施する（8月）など，1

月から11月末までの間，公安調査官延べ約800人

を動員し，15都道府県，延べ51か所の教団施設に

対して立入検査を行った。このうち，主流派施設

においては，麻原の肖像写真や同人がその化身と

するシヴァ神の仏画を掲げた祭壇などを，上祐派

施設においては，麻原と同一視する釈迦牟尼，観

音菩薩，弥勒菩薩の「三仏」と称する仏画を掲げ

た祭壇などを確認した。

また，公安調査庁は，平成26年（2014年）中，3か

月ごと4回にわたり，教団から組織や活動の現状に

関する報告を徴取した。これら報告の内容について，

立入検査の結果などと共に，4都県16市区に対し，

延べ44回にわたって情報を提供した。さらに，地域

住民の恐怖感・不安感の軽減に資するため，住民と

の意見交換会を19地域で延べ41回開催し，教団の

現状や観察処分の実施状況について説明を行った。

全国一斉立入検査など，15都道府県延べ51か所で立入検査を実施

主流派の祭壇（8月）

上祐派の祭壇（2月）

教団は，平成7年（1995年）3月20日，東京都内

の地下鉄3路線内において，サリンを散布し，死者

12人，負傷者3,000人以上の甚大な被害をもた

らした。事件の発生から間もなく20年となる現在

も，教団による一連の事件の被害者は，後遺症に

苦しめられており，被害者の遺族も，「事件から20

年がたつが，教団に対する憎しみは消えていない

し，事件のことは決して忘れない」，「肉親

としての悔しさ，悲しさ，心に負った傷は

今後も消えることはない」などと，今なお

続く強い憤りを述べている。

また，教団施設の周辺に居住する住民

は，「施設の中で何をしているのかが分か

らない」などと，教団に対する恐怖感・不

安感を述べており，今も全国各地で住民

による反対運動が続けられている。

一方，教団は，表向き，一連の事件などに対す

る反省・謝罪の姿勢を強調しているが，実際には

信徒が，「単なる殺人は犯罪だが，尊師は弟子の

解脱のために殺人を指示したのだ」などと，サリ

ン事件を正当化する発言をしており，依然とし

て，教団の反社会的で危険な体質が認められる。

コラム

地下鉄サリン事件の発生から20年

東京・南烏山施設に対する反対運動
（平成26年〈2014年〉5月10日）

地下鉄サリン事件当日の築地駅周辺
（時事）
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国内情勢 1　オウム真理教

立入検査実施施設（平成26年〈2014年〉1月から11月末実施分）

凡例

施　設　名 検査実施日

滋賀県

甲西施設
2.
8.

25
1

水口施設 8. 1

神奈川県

横浜施設
6.
8.

24
1

横浜西施設 9.10

愛知県

名古屋施設
1.
8.

22
1

豊明施設
5.
8.

29
1

福岡県

福岡施設
4.
8.

25
1

福岡福津施設
4.
8.

25
1

北海道

札幌施設
7.
8. 

21
1

石川県

金沢施設
6.
8.

11
1

長野県

小諸施設 8. 3

徳島県

徳島施設 7. 2

宮城県

仙台施設 6.15

茨城県

水戸施設 8. 1

埼玉県

北越谷施設
6.
8.

11
1

越谷大里施設 8. 1

八潮大瀬施設
1.
5.
8.

5
15
1

八潮伊勢野施設 9.25

大宮施設
7.
8.

2
1

東京都

西荻施設
3.
8.

5
1

保木間施設 8. 1

足立入谷施設
5.
8.

9
1

新保木間施設 8. 1

南烏山施設
3.
8.

11.

5
1
6

京都府

京都施設
2.
8.

25
1

大阪府

生野施設
3.
8.

10.

19
1

30

東大阪施設
2.
8.

3
1

千葉県

野田施設
6.

10.
24
7

鎌ケ谷施設
2.
8.

13
1
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国内情勢 1　オウム真理教

“麻原絶対”を徹底し組織拡大を図る主流派

•	 麻原への絶対的帰依をより鮮明にする組織運営
•	 青年層を対象とした信徒勧誘や未成年を対象にした指導の強化

1-2

主流派は，平成25年（2013年）に続き，麻原の

誕生を祝う「生誕祭」や在家信徒を対象とした「集

中セミナー」などを通じて，麻原への絶対的帰依を

扶植する指導を徹底した。このうち，過去最多とな

る700人以上の信徒を集めて，各地で開催した麻

原の「生誕祭」では，幹部信徒が，「尊師の手となり

足となって，尊師が抱く救済計画を進めていかな

ければならない」などと，麻原への絶対的な帰依

を求める説法を行った（3月）。また，年3回の「集

中セミナー」では，麻原への帰依を唱えながら五体

投地を繰り返す修行（立
りついらいはい

位礼拝）や麻原の説法を

読
どくしよう

誦する修行などを，数日間，不眠不休で行わせ

た。その結果，参加者の中には，膝から出血しな

がら修行を続ける者や呼吸困難で気絶する者もい

たが，このような過酷な修行を経ても，「尊師に巡り

会えたことがうれしい」などと麻原に対する帰依心

を深化させる者もみられた。

麻原の意思の実践を奨励する主流派の掲示物

修行する主流派信徒

「生誕祭」や「セミナー」で，麻原への絶対的帰依を扶植する指導を徹底

主流派は，組織拡大に向け，これまで同様，青

年層や学生を主な対象に，繁華街の路上や書店

で声を掛けたり，一般のイベント会場にヨーガ体

験ブースを出店するなど，宗教色を感じさせないイ

ベントを開催して，勧誘対象者を集めた上，教団

名を秘匿したヨーガ教室に参加させる勧誘活動を

展開した。

これらヨーガ教室では，講師役の信徒が，勧誘

対象者に対し，ヨーガ理論などの講義を行う中で，

「麻原」など教団を想起させる言葉を使用せずに，

麻原の教えを解説するとともに，地下鉄サリン事件

様々なイベントを通じた勧誘活動や小中学生への指導を活発に展開

イベント会場で配布された
勧誘ビラ（8月）
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国内情勢 1　オウム真理教

は国家によるでっち上げなどとの陰謀論を信じ込

ませた。このように，勧誘対象者が抱く麻原や教

団に対する抵抗感を軽減させ，その上で，同教室

が「Aleph」である旨告げて，教団に入会させた結

果，平成26年（2014年）中に多数の新規入会者を

獲得しており，これを地域別で見ると，北海道と近

畿地方の順で多かった。

また，主流派は，小中学生を含む未成年者に対

しても，成人と同様に麻原の説法を収載した教本

の教学や行法などに取り組ませたり，在家信徒を

対象とした「集中セミナー」に参加させるなどして

麻原への帰依を扶植した。特に，親と一緒に道場

を訪れる幼児や小学生に対しては，修行に対する

興味をひかせるために小学生や未就学児童向け

の教材を使用するなどして教化を図った。こうした

中，小中学生の中には，深夜まで修行する者，さら

には，「出家するしかない」などと影響を強く受ける

者もみられた。

立入検査で確認した
児童向けの教材

教団は，麻原の長男・二男を「教祖」とする新体

制を発表していたが（平成8年〈1996年〉6月），

「宗教団体・アレフ」への名称変更に伴い（平成12

年〈2000年〉2月），「新団体は教祖を置かない」

との規定に基づき，表向きには教祖と位置付け

ないものの，二人を崇拝の対象としていた。しか

し，平成25年（2013年）10月以降，麻原の妻は，

主流派の一部の幹部信徒と共に，二男を教団の

活動に復帰させることを画策した。この計画を

知った麻原の三女は，主流派の幹部信徒を仲介

して，観察処分下にある教団の運営に関わらせ

ることに反対していると一部の幹部信徒に伝え

るとともに，この計画を進めようとする信徒らを

批判する内容の文書を全国の幹部信徒に送付し

た（1月中旬及び2月中旬）。

こうした中，主流派の意思決定機関である「合

同会議」は，三女の意向に同調して行動した幹部

信徒らに対し，教団を分裂させる行動に当たる

として除名処分を行った（5月）。同処分をめぐっ

て，信徒の中には，異を唱える者も現れ，除名反

対派と賛成派に分かれて信徒間の軋れきが顕在

化し，反対派の幹部信徒が，相次いで長期修行や

除名処分を命じられるなど，麻原ファミリーの教

団運営への関与に端を発した混乱が，教団全体

に波及する状況となった。

さらには，主流派が長男の誕生日に合わせて

開催したイベントについて，長男は，氏名や写真

の使用差止めと計4千万円の損害賠償を求め，

主流派に対して訴訟を起こしており（10月），今

後も，教団運営に影響を及ぼす麻原ファミリー

の行動が注目される。

コラム

麻原ファミリーをめぐる教団運営の混乱

立入検査で確認した麻原の長男・二男幼少期の写真
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国内情勢 1　オウム真理教

“麻原隠し”の一層の徹底を図る上祐派

•	 麻原の影響力を保持している実態に変化なし

1-3

上祐派は，平成26年（2014年）中，上祐が自身

の説法会や講演会などにおいて，「『ひかりの輪』

は宗教団体ではない」旨説明した上で，報道関係

者に施設の内部を公開し（10月），特定の仏画を

掲示していないことや祭壇を設置していないことを

殊更にアピールするなど， 各種メディアを活用して

「脱麻原」の宣伝活動を展開した。

また，同派は，「ひかりの輪」の設立（平成19年

〈2007年〉）以来，麻原や上祐が，麻原の化身であ

ると説いた釈迦牟尼，観音菩薩，弥勒菩薩の「三

仏」の仏画を掲示してきたところ，上祐が説法など

を行う際に背景となる壁面には，「三仏」のうち，釈

迦のみを掲示することとした（3月）。

しかし，在家信徒が同派の施設を訪問した際

や「聖地」とする神社・仏閣などを訪問する「聖地巡

り」においては，「三仏」の仏画を掲示していたこと

が確認されており，これまで同様，上祐派の「脱麻

原」の取組が，麻原の影響力を払拭したかのよう

に装う“麻原隠し”であることが明らかとなった。

さらに，「ひかりの輪」設立以来，上祐が，麻原の

イニシエーションを継承する旨述べて導入，実施

してきた宗教儀式については，外形的変更を加え

つつも，エネルギー移入を目的とする麻原のイニシ

エーションを維持しており，依然として，麻原の影

響下にある実態に変化がなかった。

上祐派は，メディア等を利用して，適切な組織運

営をアピールしているが，実際には，出家信徒の外

部就労などによる賃金や高齢者の年金収入を吸い

上げ，出家信徒には数千円の現金だけを支給する

教団特有の出家制度を維持している状況が確認さ

れたほか，上祐派が導入した「外部監査」と称する

取組についても，帳簿検査すら行われていないな

ど，監査の実態を備えていないものであった。さら

に，同派は，地域住民に対して，活動拠点の施設を

個人の自宅と装って，使用していたことも明らかとな

るなど（2月），同派の組織体質が，依然として，欺ま

ん的であることが明らかとなった。

また，同派が資金源の一つとしてきた「聖地巡

り」と称する企画旅行をめぐっては，これまでに少

なくとも50回以上実施されてきたが，同派は，ウェ

ブサイトで一般の参加者を募り，同事業の拡大を

図っていたところ，観光庁長官の登録を受けずに

企画旅行を実施したとして，旅行業法違反の疑い

で警視庁による捜索差押を受けた（8月）。

宗教色を払拭して観察処分逃れをもくろむ取組を継続

欺まん的な体質を露呈する組織活動

立入検査で確認
した祭壇（5月）

上祐派の「聖地巡り」と称する企画旅行（6月）
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2 社会的に注目を浴びた事象をめぐる諸団体の動向

普天間基地代替施設建設の中止を訴える運動を展開

•	 党派を超えた反対運動を展開し，反基地世論の高揚を企図

2-1

米軍普天間基地の名護市辺野古への移設をめ

ぐり，沖縄防衛局が代替施設建設予定地の海底

ボーリング調査に着手した（8月）ことなどから，共

産党や過激派は，「反対の声を圧殺する蛮行」と

批判し，辺野古周辺で反対派が取り組んだ抗議

集会や座込みなどの反対運動に全国から党員や

活動家らを動員した。特に，革マル派などの過激

派は，同調査の「実力阻止」を訴えて，沖縄県内

外から辺野古に赴いた反対派と共に，海上保安

庁の警告を無視して，小型船艇で移設予定地や

その周辺の立入禁止水域内に繰り返し侵入した

り，移設予定地につながる米軍キャンプ･シュワブ

のゲート前で作業車両に立ち塞がるなどの抗議

行動を展開した。

沖縄県内で行われた一連の地方選挙をめぐり，

共産党は，「辺野古への新基地建設が最大の争

点」と位置付けて移設反対派候補を支援した。名

護市長選挙（1月）及び県知事選挙（11月）では，

全国から党員を動員したほか，応援演説を行った

同党国会議員らが，有権者に「建設推進を明確に

した候補が勝てば日本の民主主義が危うい」，「米

軍基地は沖縄経済発展の阻害要因」などと訴え

た。特に，前那覇市長を支援した県知事選挙にお

いては，「保守と革新の枠組みを超えて移設断念を

求める『オール沖縄』勢力と，建設を進める勢力と

のたたかい」などと主張し，反基地世論の醸成に

努めた。

これら選挙では，いずれも支援した候補が当選

したことから，同党は，「政府はこの結果を受け止

め，建設を断念すべき」などと訴えた。

共産党や過激派が海底ボーリング調査に対する妨害などの抗議行動を実施

沖縄県内の各選挙への取組を通じて反基地世論を醸成

海上抗議行動（8月）（共同）

国内情勢

国内情勢 2　社会的に注目を浴びた事象をめぐる諸団体の動向
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国内情勢 2　社会的に注目を浴びた事象をめぐる諸団体の動向

慰安婦問題をめぐり政府の対応を追及

•	 「河野談話」への対応を捉えて，内外の諸勢力と連携した活動を展開

2-2

慰安婦問題をめぐり，国内外の支援団体が参加

した国際会議（5月末～6月初，東京）において，韓

国政府系財団の支援を受けた韓国の団体などが

元慰安婦への「謝罪と賠償」を求めたほか，各地

で政府の対応を追及する集会（8月）・シンポジウム

（11月）が開催された。

こうした中，共産党は，政府による「河野談話」

作成過程の検証作業の表明（2月）を受けて，「『河

野談話』の見直しは歴史のねつ造」などとする党

見解を発表する（3月）とともに，国会で旧日本軍に

よる強制連行の有無を取り上げ（4月），慰安婦問

題への政府の対応を追及した。また，志位委員長

は，上記国際会議に出席し，慰安婦問題解決に向

けて連帯を呼び掛けたほか，日韓議連代表団の

一員として朴槿恵韓国大統領と会談した（10月）

際，「『河野談話』を継承し，それにふさわしい行動

を採ることが必要」などと党の立場を示した。

革労協解放派・主流派は，機関紙上で「性暴力

の行使を消し去ろうとする安倍を許してはならな

い」などと，革マル派は，東京で開催した集会（10

月）で，「慰安婦という戦争犯罪を犯したことを居

直っている」などと政府を非難した。また，共産

同統一委員会主導の「日米のアジア支配に反対

し，アジア民衆の連帯を推進する日本連絡会議」

（AWC日本連）は，韓国で開催された反戦・反基

地に関する国際会合（5月）に活動家を派遣し，

「安倍首相は『河野談話』の見直しに動き出した。

これは日本の戦争国家化である」などと批判し，

「アジア民衆に敵対する安倍政権を弾劾する特

別決議」に賛同した。さらに，AWC日本連は，国

内各地で開催された反戦集会（6月）に韓国の活

動家を招請し，海外団体と連携して慰安婦問題

に取り組む姿勢をアピールするとともに，政府の

対応を批判した。

共産党は「河野談話」継承の必要性を強調

過激派は慰安婦問題で海外諸団体と連携して政府批判を展開

慰安婦問題を取り上げた「しんぶん赤旗」
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国内情勢 2　社会的に注目を浴びた事象をめぐる諸団体の動向

「再稼働阻止」を掲げて反原発運動を継続

•	 エネルギー基本計画や川内原発の再稼働に反対し，
官邸前での抗議行動や大規模集会を実施

2-3

原発再稼働をめぐっては，エネルギー基本計画

の閣議決定（4月）や川内原発（鹿児島）の再稼働

に向けた動きに対し，各地で集会・デモや政府，電

力会社への抗議行動などの反対運動が取り組ま

れた。こうした中，共産党は，官邸や国会前での

抗議行動（平成24年〈2012年〉3月末～）に党国

会議員を継続的に参加させて共闘を呼び掛けた

ほか，福島原発事故後3年となる3月には，同党系

の「原発をなくす全国連絡会」が，反原発団体と共

に，都内で大規模集会（参加者約4,500人）を開

催して「即時原発ゼロ」を訴えた。また，共産党は，

エネルギー基本計画の閣議決定に際して，「事実

上の『原発永久化宣言』」であるとして，撤回を要求

したり，川内原発の審査をめぐる意見公募（7～8

月）に対して，地方党組織に反対意見の送付を呼

び掛けた。さらに，原子力規制委員会が，同原発

が新規制基準に適合するとの審査書を決定した

（9月）後，反原発団体によって鹿児島市において

開催された集会（同月）に党国会議員らを参加さ

せ，「再稼働阻止」を訴えた。

過激派は，エネルギー基本計画について「原

発・核開発に猛然と突き進むことの宣言にほかな

らない」などと批判するとともに，反原発団体の

集会・デモに引き続き活動家を参加させ，自派の

機関紙・ビラを配布して全原発の即時停止・廃炉

を訴えた。このほか，過激派が支援する反原発グ

ループは，経産省の敷地にテントを設置して不法

占拠（平成23年〈2011年〉9月～）を継続する一

方，川内原発においても，同原発に隣接する海岸

（国有地）にテントを設置（9月～）し，県の再三の

撤去要請を拒否して不法占用を継続した。

共産党は，政府のエネルギー政策を批判し，「即時原発ゼロ」を訴え

過激派は，全原発の即時停止・廃炉を掲げ，反原発集会に活動家を動員

鹿児島市で実施された「9.28全国集会」でのデモ行進（9月）
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国内情勢 2　社会的に注目を浴びた事象をめぐる諸団体の動向

政府が進める重要政治課題を捉え政権批判を展開

•	 集団的自衛権の行使容認や特定秘密保護法に対する反対世論の拡大に傾注

2-4

特定秘密保護法（平成25年〈2013年〉12月成

立）をめぐり，共産党や過激派は，「国民の『知る権

利』を奪う天下の悪法」（共産党）などと主張し，法

成立後も廃止を求める運動を継続した。共産党

は，超党派の実行委員会が繰り返し実施した官邸

前抗議行動に党国会議員らを動員して広範な共

闘態勢の構築を呼び掛け，第186通常国会では，

社民党などと共同で廃止法案を参議院に提出した

（6月）。また，共産党などは，同法の運用基準等

に係る閣議決定（10月）に対し，「政府は，パブリッ

クコメントで寄せられた国民の懸念を切り捨て，

微修正だけで施行へと踏み切った」などと批判し，

改めて同法の廃止に向けた運動の継続を訴えた。

憲法解釈の変更による集団的自衛権行使容認

をめぐり，反戦や護憲を掲げた集会・デモが繰り

返される中，共産党は，憲法記念日に同党系団体

などが実施した集会（5月）において，志位委員長

が「『立憲主義を守れ』の一点で連携しよう」など

と，保革の違いを超えた幅広い共闘を呼び掛け

たほか，「しんぶん赤旗」に集団的自衛権行使容認

反対を主張する現役自衛隊員とされる匿名のイン

タビュー記事を掲載するなど，反対世論の拡大に

努めた。また，集団的自衛権行使容認の閣議決

定（7月）に際しては，継続的に実施された官邸前

抗議行動（最大時約6,000人，6月30日）や国会

包囲行動に党員を動員して反対運動の盛り上げを

図った。

さらに，共産党は，主要各紙の世論調査で「閣

議決定を評価しない」との回答が過半数を占めた

ことなどから，安倍政権を追い込む好機と捉え，

全国各地で開催した演説会で，「国民の反対世論

を切り捨てる安倍政権を打倒に追い込もう」と訴

えたほか，青年層を中心とした市民団体と連携して

「政権打倒」を掲げたイベントを実施するなど，政

府との対決姿勢を強めた。

過激派は，機関紙などで「安倍政権は『戦争の

できる国』への道を突き進んでいる」（中核派）など

と主張し，反対集会・デモに活動家を参加させた

り，署名運動を実施するなどして閣議決定の阻止・

撤回を訴えた。

特定秘密保護法成立後も反対運動を継続

集団的自衛権行使容認の閣議決定を受け政府との対決姿勢を鮮明化

官邸前抗議行動（7月）（共同）
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国内情勢 3　過激派

3 過激派
革労協解放派の反主流派がゲリラ事件をじゃっ起

組織拡大を企図して労働者の取り込みに力を注いだ過激派

•	 米軍普天間基地代替施設の工事関係者を狙った犯行
•	 民間団体を狙ったゲリラ事件は13年ぶり

•	 公務員や基幹産業労組の組合員らへの働き掛けに重点

3-1

3-2

革労協解放派の反主流派は，10月20日未明，

埼玉県川口市内に所在する民間会社の社屋ビル

に向け，金属弾を発射するゲリラ事件を引き起

こし，同派機関紙「解放」に犯行声明を掲載した

（10月）。

同派は，同犯行声明において，米軍普天間基

地代替施設の建設阻止を企図して同ゲリラ事件

をじゃっ起したことを認めた上で，「あらゆる手段

を尽くして名護新基地建設を必ずや爆砕する」と

強調した。同派によるゲリラ事件は，米軍横田基

地に向けて金属弾を発射したゲリラ事件（平成

25年〈2013年〉11月）以来である。

なお，過激派が民間団体を対象に引き起こした

ゲリラ事件は，革労協解放派の反主流派が「新し

い歴史教科書をつくる会」事務所に対して行った

放火ゲリラ事件（平成13年〈2001年〉8月）以来で

あり，工事関連業者を対象としたゲリラ事件とし

ては，中核派が成田空港建設関連業者の関係車

両に対して行った放火ゲリラ事件（平成3年〈1991

年〉9月）以来である。

中核派は，労働運動を通じた組織拡大を基軸と

しつつ，安倍内閣による集団的自衛権の行使容認

に関する閣議決定（7月）を「『戦争する国』への転

換」と捉えて，新たな運動体「改憲・戦争・原発・貧

困許さない大行動」を立ち上げ（8月），反改憲・反

戦，反原発などを掲げた大衆運動の強化や自派

民間団体への攻撃をいとわない危険な組織体質を改めて露呈

中核派は，新運動体を結成し，大衆運動強化と各層の取り込みを企図

革労協解放派・反主流派の機関紙「解放」（10月）に
掲載されたゲリラ事件の犯行声明

国内情勢
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国内情勢 3　過激派

以外の各層の取り込みを図った。特に，集団的自

衛権をめぐっては，機関紙「前進」で「兵士獲得の

情勢は7・1閣議決定によって一気に成熟した」と

強調し，自派の反対運動に利用する目的で自衛隊

関係者に「合流・団結」を呼び掛けた。反原発の取

組では，同派系医療機関「ふくしま共同診療所」が

福島県内の仮設住宅に居住する被災者を対象に，

健康相談会や福島原発事故による健康被害を訴

える「報告会」（2月，9月，10月）を開催するなどし

て，被災者の取り込みを図った。
「改憲・戦争・原発・貧困許さない大行動」の発足集会（8月，東京，
同派のウェブサイト［http://www.zenshin.org/］）

革マル派は，組織建設を優先するとの基本方

針の下，自治労などの官公労やJR総連を始めとす

る基幹産業労組の組合員獲得に力を注いだほか，

普天間基地移設や集団的自衛権行使容認に関す

る閣議決定など政府の施策に反対する活動を通

じて市民層の取り込みを図った。

このうち，組合員獲得については，メーデー中

央集会（4月）の会場やJP労組（6月）など各労組の

定期大会の会場周辺に活動家を動員し，労働者

派遣法改正案や「労働時間規制の緩和」への反対

を訴えた上で，「連合幹部による闘争放棄に抗しよ

う」と労組執行部批判を繰り返し，自派への結集

を呼び掛けた。こうした中，同派は，機関紙「解放」

で，「経営陣が安全運行管理を放棄していたことに

より列車事故が相次いで引き起こされた」などと

JR北海道の経営陣を批判した上で，「JRの仲間と

ともにたたかおう」と訴えた。

また，市民層の取り込みについては，集団的自

衛権行使容認に関する閣議決定などに反対する

超党派の集会（6月）に参加した活動家が，参加者

に，「戦争をやれる国へと飛躍させることを狙う安

倍政権を打倒しよう」などと訴え，自派への結集を

呼び掛けた。

革労協解放派の主流派と反主流派は，それぞ

れが主導する日雇労組を前面に押し出し，労働者

らの取り込みに努めた。

主流派は，こうした労働者らを成田闘争に動員

し，空港反対同盟や支援している他の過激派と共

に，現地での全国集会（3月，10月）などに取り組

んだ。

一方，反主流派は，大間原発（青森）の「建設粉

革マル派は，JR総連等の基幹産業労組の組合員獲得に傾注

革労協解放派は，日雇労働者や原発労働者の取り込みを重視

集団的自衛権行使容認に反対する集会（6月）参加者
に配布したビラ

反主流派の原発建設阻止を掲げたデモ（3月，青森，同派のウェブ
サイト［http://www.kaihou-sekisaisya.jp/］）
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国内情勢 3　過激派

日本赤軍・「よど号」グループの動向

•	 依然として危険な体質を保持しつつ活動を継続する日本赤軍
•	 日本人拉致容疑での逮捕状撤回に向け世論喚起に傾注した「よど号」グループ

3-3

日本赤軍の最高幹部・重信房子（服役中）は，

テルアビブ空港乱射事件（昭和47年〈1972年〉5

月30日）を記念する集会（5月）に際し，同事件を

正当化する声明を寄せた。同集会では，同軍の公

然面の後継団体とされる団体の解散が表明された

ものの，同軍メンバーらは，従前どおり，パレスチナ

連帯や反原発などの運動を通じて国内外の諸勢力

との連携を続けていくことを訴えた。

日本赤軍は，依然として同事件を正当化してい

る上，過去に凶悪事件を引き起こしたメンバー7人

が国際手配中であり，その危険な体質に変化はみ

られない。

北朝鮮に残る「よど号」ハイジャック事件（昭和

47年〈1972年〉3月31日～4月3日）の実行犯ら「よ

ど号」グループは，帰国の前提条件とする日本人

拉致容疑での逮捕状の撤回に向け，同グループ

擁護の世論喚起に取り組んだ。具体的には，「逮

捕状請求は違法」として東京都を訴えた国賠訴訟

（3月，一審敗訴，8月，二審敗訴。現在，係争中）

に取り組むとともに，滞在する施設の一部を公開

し(5月），それ以降，度々，マスコミとのインタビュー

に応じたり，「ツイッター」上にアカウントを開設した

（10月）。このほか，同グループは，マスコミの電話

取材に対し，北朝鮮の「特別調査委員会」による聞

き取り調査に応じた旨明らかにした（12月）。

公然面での後継団体の解散を表明も，国内外の諸勢力と連携維持の方針

様々なメディアを利用し，日本人拉致容疑を否定

日本赤軍メンバーは，昭和47年（1972年）の

テルアビブ空港乱射事件を始めとして，同63年

（1988年）までの間に多くの凶悪事件をじゃっ

起した。このうち，城崎勉については，同61年

（1986年）に引き起こしたジャカルタ事件（注）で

米国に国際手配され，平成8年（1996年）にネ

パールで拘束されて，米国へ身柄が移送された。

城崎は，同9年（1997年）に米国で裁判を受け，

現在，同国内の矯正施設に収監中であるが，同

27年（2015年）1月16日に刑期満了予定（米国

連邦矯正局HP）となっている。警視庁は，同4年

（1992年）に城崎をジャカルタ事件で指名手配

しており，同人は刑期満了後に，日本に送還，逮

捕される見込みである。

コラム

米国で収監中の日本赤軍メンバー・城崎勉について

砕」を掲げ，労働者等を動員してデモを繰り返し実

施し（3月，8月），機関紙「解放」において「原発労

働者のストライキを組織」などと主張して同労働者

への浸透を図った。

（注） 昭和61年（1986年）5月4日，在インドネシア日本大使館及び米国大使館に対し，爆発弾数発が打ち込まれた事件。
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国内情勢 4　共産党

4 共産党
安倍政権との対決姿勢を強める共産党

•	 第26回党大会で「志位委員長－山下書記局長」新体制が発足
•	 「安倍政権打倒」を掲げ，党への支持拡大活動を推進

4

共産党は，平成22年（2010年）以来，4年ぶり

に第26回大会を開催した（1月）。大会では，「自民

党と共産党の対決という『自共対決』時代の本格

的な始まりを迎えている」との認識を示した上で，

集団的自衛権行使容認の阻止などを掲げて「安倍

政権と対決する」と強調するとともに，次期国政及

び統一地方選挙（平成27年〈2015年〉4月）で議

席増を目指す方針を決定した。

執行部人事では，山下芳生書記局長代行が書

記局長に就任し，「志位委員長－山下書記局長」の

新体制が発足した。また，中央役員には，参議院

選挙（平成25年〈2013年〉7月）で初当選した吉良

佳子（31歳，年齢は就任時，以下，同じ），辰巳孝

太郎（37歳）の両議員などを選出し，若手の登用

をアピールした。しかし，事実上の指導機関であ

る常任幹部会が小幅な人事（新任2人）にとどまっ

たのを始め，不破哲三前議長（83歳，常任幹部会

委員に再任）など古参役員が残留したため，役員

の平均年齢は前回大会よりも高齢化（55.7→57.2

歳）し，後継者への世代交代が遅れている現状が

浮き彫りとなった。

党員数については，「活動実態のない党員の問

題の解決に取り組んだ結果，約30万5,000人に

なった」と報告された。

共産党は，通常国会に際して開催した党国会

議員団総会（1月）において，「安倍政権と正面から

対決し，消費税増税や集団的自衛権の行使容認

などの『暴走』を頓挫させる」と表明し，消費税率

の8％への引上げ（4月実施）に対しては，消費税

率引上げ中止を掲げ，平成26年度（2014年度）予

算案の組み替え動議を提出したり（2月），各地で

宣伝・署名活動に取り組んだ。

特に，集団的自衛権の行使容認問題について

は，「日本が海外で戦争する国をつくるものである」

「志位－山下」新体制に移行も，“世代交代の遅れ”が浮き彫り

集団的自衛権問題などを批判しつつ，「安倍政権打倒」の運動を提起

国内情勢

党大会を取り上げた「しんぶん赤旗」（1月16日付け）

※ 党員数は，1万人以下，四捨五入

党大会時の党員数と中央役員の平均年齢の推移
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国内情勢 4　共産党

と決め付け，衆院外務委員会（6月）では，防衛省

や航空自衛隊が内部で作成したとされる資料を基

にして政府を追及した。その後，開催された党創

立92周年記念講演会（7月）では，「あらゆる分野

で安倍政権打倒の国民的大運動を呼び掛ける」

と対決姿勢を強め，秋の臨時国会では，集団的自

衛権行使容認の閣議決定（7月）の撤回や消費税

率10％引上げ中止などを主張した。

こうした中，慰安婦問題では，河野談話に関す

る政府の検証作業を批判する一方で，朝日新聞

が記事取消しを発表した（8月）慰安婦に関する

証言については，「しんぶん赤旗」でも同証言を掲

載したことを1か月以上遅れで謝罪して取り消した

（9月）。

共産党は，「2010年代に党勢の倍加を目指す」

との党大会の方針の下，青年・学生層や無党派

層の取り込みを重視して宣伝・支持拡大に取り組

んだ。

青年・学生層に対しては，新入生勧誘活動で学

費問題などを取り上げた「しんぶん赤旗」学生版を

初めて作成・配布したり（4月），「ブラックバイト」の

規制を訴える提言を発表し（6月），党の政策宣伝

に努めた。無党派層に対しては，5月から各地で

開催した統一地方選挙に向けた党幹部による演

説会や地域住民の関心の高い消費税，介護問題

などをテーマとした対話型の「集い」への参加を働

き掛け，これまで党とつながりのなかった参加者

の支持拡大に努めた。また，党国会・地方議員や

党員が東日本大震災及び広島土砂災害（8月）の

被災者支援活動を実施したり，青年・無党派層か

らの参加が多い市民団体主催の「安倍政権打倒」

を掲げた抗議デモ（8月）に参加し，党の存在感を

アピールした。

こうした取組を踏まえ，幹部会（8月）では，「演

説会の参加者が8万人を超え，前回の統一地方

選挙，総選挙，参議院選挙に比べても多くの人々

が参加した」，「58％の地区で新たに青年･学生党

員を迎えた」などと成果を強調した上で，4年ぶり

の開催となる「赤旗まつり」（11月）などを通じて更

なる支持拡大を図るよう督励した。

共産党は，引き続き，統一地方選挙などに向け

て青年・学生層や無党派層の支持拡大に努めると

ともに，「安倍政権打倒」を掲げて政権批判を繰り

返しつつ，各種政策の対案を示して党の存在感を

アピールするものとみられる。

青年・学生層や無党派層への働き掛けを重視して支持拡大活動を推進

赤旗まつりのイベントで無党派の青年と交流する
吉良佳子参院議員（11月4日付け「しんぶん赤旗」）

66



国
外
情
勢 

1

国
外
情
勢 

2

国
外
情
勢 

3

国
外
情
勢 

4

国
外
情
勢 

5

国
外
情
勢
6

国
内
情
勢 

5

国
内
情
勢 

4

国
内
情
勢 

1

国
内
情
勢 
2

国
内
情
勢 

3

国内情勢 5　右翼団体など

5 右翼団体など
領土，歴史問題で周辺諸国批判などを繰り返した右翼団体

•	 尖閣諸島をめぐり，中国に対する批判活動を中心に展開
•	 慰安婦問題を採り上げた活動を活発化

5-1

右翼団体の多くは，中国公船が尖閣諸島周辺

で領海侵入を繰り返したことや自衛隊機が東シナ

海の公海上空において中国軍の戦闘機による異

常な接近を受けた事案（5，6月）に反発し，各地の

在日中国公館周辺などで「中国は尖閣から出て行

け」などと訴える街宣活動を実施するとともに,外

務省などに対して，毅然とした外交姿勢を求める

要請などを行った。

また，唐家璇中日友好協会会長の来日（6月，

長崎，福岡）の際には，在日中国公館周辺などで

中国を批判する街宣活動を実施した。

このほか例年実施している「9.29反中共デー」

（日中共同声明の調印日，昭和47年〈1972年〉）に

おける活動においても，在日中国公館が所在する

都市を中心に，各地で中国を批判する街宣活動や

集会・デモ行進を実施した。

右翼団体は，いわゆる「従軍慰安婦」問題につい

て，韓国政府が国際機関や欧米諸国などで日本

政府の対応を批判していることに反発し，在日韓

国公館周辺で「『従軍慰安婦』をねつ造する韓国

と外交断絶」などと街宣活動を実施するとともに，

「河野談話」を「『従軍慰安婦』問題の元凶」として

政府･自民党に対し撤回要請を行った。こうした

中，安倍総理が同談話の見直しを否定する国会答

弁を行った（3月）ことから，各地の自民党本部など

に対して「談話見直しの否定は国民への裏切り」な

どと抗議活動を実施した。

このほか，朝日新聞が「従軍慰安婦」報道に関す

る検証や一部誤りを認める記事を掲載した（8月）

ことを機に，同新聞社に対する抗議活動を活発化

させ，各地で「朝日新聞不買」，「謝罪記事掲載」な

どを訴えた。

尖閣諸島周辺における中国公船の領海侵入などに抗議を継続

「河野談話」撤回などを求め各地で活動を展開

国内情勢

中国批判を行う右翼（9月，東京）
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国内情勢 5　右翼団体など

中国公船による尖閣諸島周辺への領海侵入が続く中，尖

閣諸島の実効支配強化を訴える国内諸勢力や同諸島の領

有権を主張する香港の活動家グループが同諸島海域への出

航を目指すなどした。

国内からは，上陸を企図した右翼団体構成員がいたほか，

地方議員や保守系団体が，漁船をチャーターして沖縄県の

島しょ部から出航を繰り返し，同諸島周辺海域で漁業活動

を実施した。一方，香港の活動家グループ「保釣行動委員会」

は，5月以降，同団体が抗議活動に使用する船舶「啓豊2号」

で尖閣諸島への上陸を企図し，出航を繰り返した。しかし，

いずれの際も，香港当局が「香港水域内での操業しか認め

られていない」として，同抗議船の尖閣諸島への渡航を阻止

した。

コラム

尖閣諸島海域における活動に
意欲を示した内外の諸勢力

尖閣諸島周辺を航行する中国公船（奥）と
併走する我が国海上保安庁巡視船（9月，共同）

尖閣諸島への上陸を企図し出航する香港
の抗議船「啓豊2号」（9月，共同）

「反韓国」活動を中心に運動を展開した右派系グループ

•	 ｢日韓国交断絶」を訴えて活動を活発化

5-2

右派系グループは，人種差別的な言動などを

用いて在日外国人排斥を主張する活動が，いわゆ

る「ヘイトスピーチ」（憎悪表現）であるとして社会

的批判が高まったため，こうした言動を控えつつ，

「日韓国交断絶」を訴える活動を活発化させた。

同グループは，各地の在日韓国公館周辺などに

おいて，「韓国との国交を断絶しよう」などと訴える

街宣やデモ行進を実施したほか，歴史問題や領

土問題などを捉えて韓国を批判する講演会なども

開催した。

また，舛添要一東京都知事が訪韓し，朴槿恵

大統領と会談した（7月）ことを捉え，都庁前などで

「韓国に媚びを売る都知事は辞職しろ」などと同知

事を批判する街宣活動を行った。このほか，朝日

新聞が「慰安婦」報道に関する検証記事を掲載し

た（8月）ことを受けて，各地の朝日新聞社周辺な

どで「朝日新聞の廃刊」などを訴える街宣活動や

デモ行進を実施した。

在日韓国公館や都知事に対する抗議活動などを展開

デモ行進する右派系グループ（9月23日，東京）
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国内情勢 5　右翼団体など

右派系グループを「レイシスト」，その主張を「ヘ

イトスピーチ」と批判する「対抗勢力」は，平成25

年（2013年）に引き続き，右派系グループが行っ

た街宣活動やデモ行進に対する抗議・妨害活動

を行った。抗議・妨害活動への参加者の中には，

右派系グループ活動家に対して罵声を浴びせて

挑発する者もおり，右派系グループとの小競り合

いは各地で常態化した。こうした状況の中，右派

系グループのみならず，「対抗勢力」からも，右派

系グループ活動家への暴行や警察官に対する公

務執行妨害などで複数の逮捕者が出た（東京，埼

玉など）。

コラム

｢対抗勢力｣との間で相次ぐ不法事案

右派系グループのデモ行進に横断幕を掲げて抗議する
対抗勢力（9月，東京）

69




